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一　はじめに
イギリス法における契約解釈は、ヨーロッパの他の国の法制度におけるそ
れとは少なからず異なり、予見可能な性格を反映していて、イギリス契約法
を価値あるものとする一要因となっているともいえるが〈1〉、一人孤高を誇る
ことは許されず、ICS 事件〈2〉における Hoffman 卿の契約解釈テーゼの提示
を契機として、次第に事件の事実的基盤の考慮や目的的解釈の影響を次第に
受け入れる姿勢を顕著に示している〈3〉。
Hoffman 卿が当初対象としたのは契約書における明示条項の解釈であるが、
イギリス法上それと区別され別異の解釈方法が採用されている契約条項の黙
示については〈4〉、Hoffman 卿が Belize Telecom 事件〈5〉において、自らの契
約解釈テーゼの射程距離はこうした区別を超えて契約解釈に近接する事実に
基づく黙示条項の領域にも波及し、契約条項の黙示は契約解釈のプロセスの
一部であるとの考え方を示した。
Hoffman 卿は、契約の解釈における裁判所の役割は、係争対象の契約条
項を改善することでも、公正かつ合理的な新たな契約条項を導入することで
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もなく、提示された条項の意味するものを明らかにすることに限定されてお
り、裁判所が発見しようとする契約の客観的意味は、ICS 事件〈6〉で示したよ
うに、とりもなおさず両当事者の意思のことであるとした〈7〉。契約解釈の客
観的アプローチを具現化する通常人（reasonable man）が、それまで契約
解釈と契約条項の黙示との中間に位置していた「お節介な傍観者」（officious 
bystander）〈8〉に取り代えられたため、契約解釈と契約条項の黙示との区別
も曖昧なものになっている〈9〉。
契約解釈に関する Hoffman 卿の提言はその後の判例において権威的なも
のとして受容され、それを前提にすることは当然視されているが、今日でも
契約条項の解釈に関する法原則は絶えず法的論争の的になっており、流動的
ですらある。控訴院および枢密院司法委員会は、Belize Telecom 事件を契
機に黙示条項法理の果たすべき役割に焦点を当てた議論を行い、Hoffman
卿は、黙示条項を法規範に基づいて契約の隙間を埋めるとする伝統的な理解
に代え、黙示条項の認定に関する新たな法理を明らかにしたが、この法理自
体、その後の展開の中において、必ずしも確立された安定的なものとなって
おらず、むしろ契約解釈を通じて裁判所が契約に取り残された隙間を埋める
作業を行う基準とすることに揺るぎが生じているともいえる。
Belize Telecom 事件以降、契約条項の黙示に関する法理は、明確かつ単
一の判断基準を採用するとされることになったが、関連する背景に照らして
特定の契約を解釈する作業は逆に不明確な度合い一層深める事態を招いてい
るといえるのであり、そのことは同判決以後に下されたところをみれば明ら
かである。本稿では、事実に基づく黙示条項に関する Belize Telecom 事件
以降の判決を検討することにより、契約の解釈における黙示条項法理の動向
を検討するものである。
二　Belize Telecom 事件
イギリス契約法において契約条項の黙示は、明示規定が契約締結時におけ
る当事者の意思を適切に反映しておらず、契約起案上の隙間が発生している
として裁判所にそれを埋めることを請求した場合に問題となり、例外的に認
められてきている。この黙示条項法理は長い歴史を辿って形成されてきてお
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り〈10〉、制定法により黙示される条項と裁判所により黙示される条項とに大
別され、後者はさらに、雇用契約〈11〉、土地の所有権および賃借権に関する
契約に代表される特定の契約類型に認められる法的に黙示されるものと事実
上黙示されるものとに区分されている〈12〉。後者の法理の展開は、黙示条項
の判断基準としてビジネス効率性を提示する 1889 年の The Moorcock 事件
〈13〉を嚆矢とする。
Hoffman 卿が Belize Telecom 事件で新たな黙示条項法理を展開する以前
に、裁判所が契約書に一定の意味を持ち込むことを可能とする判断基準とし
て承認されていたものは、Simon of Glaisdale 卿が示した相互に重複する要
件のリストであった〈14〉。
Belize Telecom 事件においては、事実関係そのものよりも Hoffman 卿の
示した黙示条項の解釈テーゼが重要性を有しているので〈15〉、同事件におけ
る事実関係の概要を整理しておく。
Belize Telecom 事件で問題となったのは、中央アメリカ北東部に位置す
るベリーズ国で独占的に電信電話サービスを行っていた公共団体の事業を引
き継いだベリーズ電信電話会社の定款および取締役会の選任規定である。同
社の規定上、同社発行の普通株式の中で特定種類の株式 37.5％に加えて政
府の支配力を保持するために発行された特別枠の株式を保有する者は政府選
任の一定数の取締役の選任・解任権限を有するとされていた。政府より特別
枠の株式を引き継いだベリーズ・テレコム社（BT）はこの要件を満たして
おり二名の取締役を選任したが、同社はその後債務不履行による差押を受け
て発行普通株式の特定種類の株式 37.5％保有の要件を満たさなくなった。
こうした事態が発生した場合に関する規定は置かれていなかった。
本件の争点は、政府選任の取締役は解任できないとするのが当事者の意思
であったのか、もしくは選任資格を有する株主により指名された取締役は、
同株主が選任資格要件を満たさなくなった場合には職を辞するべきであるか
であった。
特別枠の株主であった BT は、二名の取締役は、辞職、死亡、もしくは特
別な理由による辞職規定の適用を受ける場合以外は職に留まると主張したの
に対して、ベリーズ国法務長官は、当該規定の解釈においては、普通株式の
必要なパーセンテージを保有する者が指名した取締役は指名者が株式保有要
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件を満たさなくなった場合には職を辞することを黙示しているものとされる
べきだとする。
Hoffman 卿は、事実的黙示契約条項に関して、契約書は関連する背景に
対して全体として読まれた場合に意味するところが相当であるとして理解さ
れるものとする新たな法理を明らかにしたが、こうした考え方を導き出す前
提を次のように説明する。すなわち、裁判所の任務は、当事者のために契約
を作るかもしくは改善することではなく、解釈することであり、ICS 事件判
決で示したように〈16〉、契約解釈に際して裁判所が関心を寄せるものは、当
該契約書の名宛人である当事者が通常は利用可能である一切の背景的知識を
有している通常人にそれが伝えるであろうと思われる意味で、この客観的意
味は伝統的に当事者の意思とされている〈17〉。
Hoffman 卿は、続けて次のように述べている。
「黙示の問題が発生するのは、証書中において何か出来事が生じる場合に
何が起こるのかに関して明示的に規定されていない場合である。通常は、何
も起こらないと推論される。当事者が何かが起こるとの意思を有していた場
合には、当該証書はそのように述べるであろう。従って、証書の明示規定は
そのまま機能し続けるべきである。出来事が発生して当事者の一方もしくは
他方が損失を被った場合には、損失を負担するのは被害を受けた者である」
〈18〉。
「しかしながら、通常の受取人であれば当該証書が何か別異のことを意味
していることを理解することもあるであろう。彼は次のように考えるであろ
う。すなわち、当該証書の他の規定と整合する唯一の意味は、関連する背景
に照らして読むなら、何かが起こるということである。当該証書は明示的に
はそのように述べていないかもしれないが、現実には証書が意味しなければ
ならないことである。そのような場合、裁判所は問題となる出来事が発生し
た場合に何が起こるかに関する条項を黙示することになる」〈19〉。
「その結果として、証書中において何らかの条項が黙示されるべきである
とされるあらゆる場合において、裁判所に提起される問題は、そうした条項
は当該証書が関連する背景に照らして読まれた場合に意味していると理解さ
れるのが相当であるとされることを明白な文言で説明しようしているかであ
る。Pearson 卿の発言からお気づきになると思うが、この問題は裁判所が答
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えを出すのに有益である様々な方法により定式化できる。すなわち、黙示条
項は『言うも愚か』でなければならない、それは『契約に取引上の効率性を
与えるに不可欠』でなければならないなどである。しかしこれらのものは、
当委員会においては別個の基準または付加的なそれとして取り扱われてはな
らない。唯一問題となるのは、それが、当該証書が関連した背景に照らして
読まれた場合に意味すると理解するのが相当であるかである」〈20〉。
Hoffman 卿は、裁判所が契約条項を黙示するための条件として、BP 
Refinery 事件〈21〉において Simon 卿が示した以下の要件を満たさなければな
らないとする。
「⑴　相当かつ公平である、
⑵　当該契約にビジネス効率性を付与するためには不可欠であり、当該契
約がそれを欠く場合には契約条項は黙示されない、
⑶　言うまでもないものでなければならない、
⑷　明確な表現ができるものでなければならない、また最後に、
⑸　契約の明示規定に矛盾するものではならない」〈22〉。
Hoffman 卿は以上の黙示条項法理を踏まえて、次のように判決している。
⑴　ベリーズ電信電話会社の取締役会は同社の関係者の政治的経済的利益
を反映するものとして構成されており、発足段階において政府もしくは
特別な株主に授権された権限は、その時々の政府の同社に対する経済的
利益に従って念入りに段階が設けられていた〈23〉。
⑵　政府任命の取締役の役割および電信電話事業への影響力を放棄できる
ように特別な持ち株数を償還する権限を政府に与える政策を考えた場合
には、特別な割合の株式を保有していないので、当該規定は政府任命の
取締役が職に留まることができると意味していると解することは相当で
はない〈24〉。
⑶　特別な株主は引き続き存在するが、特別な取締役を選任・解任する権
限を有するに必要な最低限度の株式を保有していない場合、もしくは株
式保有数の変化により同社の取締役会が適切な株主の利益を反映してい
ないことを意味する場合には、株式保有を理由として任命された取締役
はその職を辞するとの条項が黙示されるべきである〈25〉。
以上の理由から枢密院司法委員会は、特別に任命された取締役はその職に
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留まることができないとし、上告を認容した。
この Belize Telecom 事件判決は、実質的には契約条項の黙示に関する法
理を骨抜きにし、契約解釈の法理と一体化する効果を及ばすことになったの
であるが、そこで Hoffman 卿が示した見解では、かつては当事者の意図し
たことの仲介者とされた「お節介な傍観者」を確実に脇に押しやるのであり、
同卿は、この「お節介な傍観者」と「取引上の効率性」の基準は異なるもの
ではなく、同じことの表現が異なるだけであるとした〈26〉。「お節介な傍観
者」は、通常人であれば意味するところを理解することの別の表現であり、
「取引上の効率性」が意味するのは、証書の解釈の過程においては、契約条
項を黙示することに伴う実際上の結果等、関連する背景を考慮すべきである
ということである。
Hoffman 卿は問題の代替的な定式化が独自の意義を有するものとして取
り扱う危険性について二つの例を示すとともに〈27〉、ビジネス効率性基準に
ついては次のように述べている。
「『ビジネス効率性を与えるのに必要である』との文言を証書の基礎的解釈
の過程から分離する際に……危険が存在する。契約当事者双方が各自の明示
的債務を履行することができるという意味において、契約が完全に機能する
ということはしばしば事実であるが、[ 黙示条項を欠くと ] その結果は、通
常人により契約が意味すると理解されるものと矛盾することになる」〈28〉。
お節介な傍観者の基準について Hoffman 卿は次のように述べている。
「黙示的条項は『言うも愚か』でなければならないとの要件は、当該証書
は明示的にはそうは述べていないけれども、取りも直さず通常人であればそ
れが意味すると理解するであろうことである。この要件をさらに多用しよう
とすれば、実際の契約当事者もしくは当該証書の起案者 ( または起案者と推
定される者 ) が提案される含意についてどのように考えるのかについてまで
視野に入れた解釈全体の情報を提供する客観性から注意をそらす危険を冒す
ことになる」〈29〉。
Hoffman 卿は次のようにも述べる。
「黙示的条項は、直ちに明らかになるという意味で明白である必要はない。
……黙示条項がしばしば必要となるのは、必ずしも次のような場合ではない。
すなわち、明示規定や背景を注意深く考察すれば、唯一の答えが証書の他の
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部分と整合するとしても、発生するかもしれない偶発事を完全には考え抜い
ていなかったため、複雑な証書の起案者がある出来事についての明示規定を
省略した場合である。そのような状況には、現実の当事者がお節介な傍観者
に対し、『もう一度それを説明してくれませんか』と述べたかは問題となら
ない」〈30〉。
Hoffman 卿は、さらに続けて次のように述べる。すなわち、BP Refinery
事件において明らかにされた判断基準のリストは十二分に考慮されているが、
個々のものが充足される必要がある独立した一連の基準としてではなく、
様々な方法の集合体としてである。そこでは裁判官が、提示されている黙示
条項により当該契約の現実的意味が説明されなければならないとする中心的
な考えを表明しようとするか、もしくはそうではないと考えた理由を説明し
ようとするのである〈31〉。
Crema v Cenkos Securities 事 件〈32〉に お い て、 黙 示 的 条 項 に 関 す る
Huffman 卿の見解は書面による契約だけでなく、一部書面一部口頭の契約
にも適用されることが明らかにされており、その適用範囲は拡大されている
が、Hoffman 卿の示した見解により契約書に黙示される条項を発見するこ
とが容易になるとする期待は、その後の判例の展開により打ち砕かれること
になった。その代表的判例である Mediterranean Salvage 事件〈33〉において
は、契約上明示規定の存在しない事柄については、問題発生が意図されてい
なかったので、「そうした問題が発生して当事者の一方または他方に損失が
発生した場合には、損失が発生したところにおいて損失を負担する」〈34〉こ
とになるとする。同判決では Belize 事件において黙示条項に関して新たに
提示された統一的判断基準を踏襲しながらも、契約解釈のプロセスは契約条
項を黙示することが認められる敷居は必ずしも低いものではないことが認識
されており、「提示された条項を黙示することが必要でなければならない。
相当であるというだけでは決して十分ではない」〈35〉としている。
三　Belize Telecom 事件以降の黙示条項に関する下級審判例の動向
Belize Telecom 事件は枢密院司法委員会の判決であり、イギリスの裁判
所において法的拘束力はなくても高度に説得力は有しているものであったが、
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その後の判例には同判決の Hoffman 卿のテーゼを踏襲し、適用範囲を拡大
するものもあれば、それとは異なる見解を示すものも見られる。法廷外にお
ける論考においては、Hoffman 卿の見解についての意見の対立は一層際だ
ったものになっており〈36〉、さらに同判決が枢密院司法委員会のものであっ
たため、英連邦に属する国の裁判所においても Belize Telecom 事件判決の
評価に関する議論が行われている〈37〉。
Belize Telecom 事件判決が考察された事件として、次のようなものがある。
①　Infection Control Enterprises Ltd v Virrage Industries Ltd 事件〈38〉
本件では、病院を発生源とする病気の特定と撲滅に関するコンピュータの
ソフトウェア開発契約上の著作権の移転が問題となった。原告が被告と本件
契約を締結するに至ったのは、原告が訴外会社と締結した契約の不履行が原
因であり、被告会社の一名の取締役は同訴外会社社の取締役でもあった。同
契約は、「著作権が依頼者に移転する条項について　製品の権限は全額支払
により移転する。その時点において、当該ソフトの権限、著作権、及びその
他一切の財産権は、（訴外会社）に帰属するものとする」〈39〉と規定していた。
しかし、新たに締結された契約にはこの条項は含まれていなかった。
原告は、当事者間では当該条項に言及する必要はなかったとする理解が明
白であるとし、当該ソフトの著作権者であることの確認を求めて訴えを提起
したものである。
高等法院 Chamers 裁判官は、契約が取引上果たしている機能に関する事
実類型および契約の関連条項の文言を検討し、Hoffman 卿の発言を引用して、
自ら果たすべき職責は「当該契約が意味すると合理的に理解されるべきこと
は何か」〈40〉を確定することであるとし、「それは、解釈上の行為であって、
創作的行為ではない」〈41〉とする。同裁判官は、本件契約においては、原告
のビジネスには二次ライセンスで足りる場合に、著作権譲渡が含まれるべき
理由は存在しないとし、次のように述べている。
「複数の取引が考えられているので、一回の取引がなされた場合に著作権
の移転があったとされるべきではない。……取引を行う場合には、（原告）
は著作権者である必要はなく、二次ライセンスの権利が正に有効になる」〈42〉。
Chambers 裁判官は結論として次のように述べている。「（原告）は当該ソ
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フトの第三者への譲渡契約以前において、当該ソフトの著作権者であったか
または著作権を有することになっていたとする条項は、契約上存在していな
いと考える。特に、当該契約は、支払いを規定するソフトの売買契約が締結
されない場合には、（原告）が支払い前に当該ソフトの著作権を取得する旨
は規定していないと考える」〈43〉。
②　Mediterranean Salvage & Towage Ltd v Seamar Trading & 
Commerce Inc (The Reborn) 事件〈44〉
本件控訴院判決は、Hoffman 卿のテーゼに関する緊張状態の主な源を提
供することになった。本件で Clarke 卿は、Philips Electronique v British 
Sky Broadcasting Ltd〈45〉における記録長官 Bingham 卿の判決を支持して引
用しており、同判決は、契約に条項を加えることに否定的な推定が存在する
とし、契約書面が作成されてそれが当事者間の完全な取引をすべて表記して
いることが明らかである場合には、推定はさらに強くなるとしている。
本件は、レバノンのチェッカ港からアルジェまでセメントを運ぶために傭
船された船名 Reborn に発生した損害に関するものある〈46〉。原告の船主は、
チェッカ港において傭船主により傭船契約中で指定された停泊位置で積み込
み中に海中の突起物が船体に貫通したために損害を受け、複数の停泊位置が
あったので指定停泊位置は安全であることが黙示されている必要があると主
張した。これに対して被告傭船主は、当該傭船契約は、Gencon 1994 傭船契
約書によるもので、港または停泊位置のいずれかの安全性に関する明示担保
の規定は存在しておらず、損失は船主が負担すべきであるとした。
仲裁裁判所判決に対する控訴につき、高等法院商事法廷の Aikens 裁判官
は、チェッカ港全体もしくは同港内の指定停泊位置の安全性に関した明示担
保が存在しない場合には、船主はビジネス効率性からそのような担保が契約
に黙示されることを立証する必要があり、お節介な傍観者であれば当事者か
ら反対の答えを導き出す古典的な事例であるとし、黙示する必要はないと判
示した〈47〉。
控訴院では記録長官 Clarke 卿が法廷意見を述べ、船主の控訴を棄却した。
同卿は契約条項が黙示されるかの判断基準となる先例を検討して〈48〉、黙示
される条項は当該契約が機能するのに必要であるかを基準に判断されるとし、
桐蔭法学 22 巻 2 号（2016 年）
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「すべては（契約）状況に掛かっており、取り分け特定の傭船契約の条項を
考慮に入れ、担保を黙示する必要があるかが重要である」〈49〉と述べ、Belize 
Telecom 事件において Hoffman 卿が行った黙示条項の分析、特に契約条項
を黙示する基準が相当性に基づくと判示したことについては、「相当である
だけでは決して十分ではない」〈50〉とする。
Clarke 卿は、契約条項を黙示する過程において必要性と相当性を区別す
べきであるとした上で、契約条項を黙示するのが相当であるだけでは不十分
であって、その基準自体、当該黙示条項は契約を機能させるのに必要である
かという、必要性のそれであるとし、「Liverpool City Council v Irwin 事件
と Phillips Electronique 事件の意義は、双方ともに必要性の基準の重要性を
強調していることである。提案されている黙示条項は当該契約を機能させる
ために必要であろうか」〈51〉とする。この発言は、実行可能であるかどうか
はともかくとして、当事者の合理的期待に効果を付与するために当該条項が
必要でなければならないとするもので、Hoffman 卿の分析としっくりいく
ものではない。
Clarke 卿は、Phelps Electronique Grand Public SA v British Sky Broad-
casting Ltd 〈52〉において、記録長官 Bingham 裁判官が契約条項を黙示する
ことの難しさや制約を議論していることに賛同し、以下の発言を引用してい
る。
「契約の解釈における裁判所の通常の役割は、不明確性を解消し、もしく
は明白な不統一を調整し、当事者自身が契約に表現した言葉に真の意味を与
えることである。契約条項を黙示することは、これとは異なる、より一層野
心的な企てを伴うのである。すなわち、仮定上は、当事者自身が規定してい
ない事柄を扱う条項を挿入することになる。契約条項を黙示することは干渉
的である可能性を秘めているので、法はこうした通常ならざる権限の行使に
制約を設けているのである」〈53〉。Clarke 裁判官はまた、裁判所は後知恵的
に、契約状況と思われるものを反映するのに相応しい契約条項を黙示したく
なるものであるが、これは誤りであるとする〈54〉。
Clarke 卿は本件事実関係に基づき、傭船主が停船位置を指定することに
なっていたという事実だけでは停船位置が安全であることの担保保証を意味
するものではないとし、さらに「（当該傭船契約中のボックス 10 と第 20 条
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を）併せて読むと、船主はチェッカ、すなわちチェッカの船舶場所を調査す
るか、もしくは如何なる停船場所が指定されるかについての一切のリスクを
負担するか、のいずれかに合意している」〈55〉とする。
もっとも Clarke 卿は、判決の理由付けにおいて Belize Telecom 事件にお
いて Hoffman 卿の下した分析と結論に符合するように細心の注意を払って
いる。Clarke 卿の意見によると、Hoffman 卿は、「契約条項の黙示は契約解
釈のプロセスの一部であることを強調していても、同卿は、提示される条項
を黙示することが必要でなければならないとするしばしば述べられている命
題に決して反発している訳ではない」〈56〉としている。このことから、
Clarke 卿の判決が必要性の争点を強調することに戻り、Belize Telecom 事
件の Hoffaman 卿の判断基準を適用する際には、当該黙示条項が契約を機能
させるために実際に必要かを問わなければならないことを示唆しているとす
ることは議論の余地があるように思われる。
Rix 裁判官は判決を要約して、次のように述べている。
「……その推論もまた適用されるように思われる。すなわち、港に関する
安全性の担保責任が存在しない場合には、明示の担保責任が不存在であると
停泊場所に関する一切の担保責任も存在しないことになる。そのことが真実
ではないとしても、例えばロッテルダムのような大きな港では、判断を下す
必要がない。しかし、本件では、船主が主張する一切の残余の条項を黙示す
ることは不可能であるように思われる」〈57〉。
本件判決は、黙示条項および傭船契約上の安全性の担保に関する法理の検
討がなされているが、特殊な事実関係および傭船契約についての判決である
ため、船主と傭船主双方においては重要性を有する一方で先例としての意義
は必ずしも高いとはいえない。
③　Spencer v The Secretary of State for Defence 事件〈58〉
本件は、別訴〈59〉において、農地賃借権（agricultural tenancy）は、書面
により賃貸農地の追加変更がなされた場合には法的に自動的に放棄される旨
の判決が下されたことを契機とするものである。
両当事者は農地の賃貸借関係にあり、賃借人の不動産賃借権が設定されて
いる借地にわずか 1 エーカーを超える農地を加える覚書に署名した。両者は、
桐蔭法学 22 巻 2 号（2016 年）
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それが賃借権の放棄とその再譲与に影響していることは認識していなかった。
覚書の記述では、賃借人が耕作している農地の賃料は年額 16,250 ポンド か
ら 16,333 ポンドに増額され、賃料が 1986 年農業用土地保有法第 12 条の規
定する改定対象の間はそのままとしていた。覚書は賃料改定について言及し
ておらず、覚書で変更される場合を除いて、賃借人の賃借権は同一条件で継
続される旨規定していた。
賃料変更の合意は制定法上の賃料改定仲裁手続きにおいて成立したものの、
賃借権放棄後の賃料額が問題となった。賃借人は賃料改定により減額される
ものと期待していたが、仲裁人は逆に年額 27,700 ポンドと大幅に賃料を増
額したため、賃借人は賃借権の放棄と再譲与が完成するまでの期間中の支払
いを余儀なくされた。賃借人は、賃料改定は最初の土地保有とともに終了し、
覚書により新たな賃料が定めらと主張した。
高等法院は、農地の賃貸借契約紛争において、不動産賃借権設定文書中で
農地が追加されたことを原因として、賃借権の放棄または再付与という意図
しない結果となった証書の解釈を行うことを要求され、契約条項を黙示する
こともしくは契約の解釈の場合、通常の観察者は当事者が実際に知識を有し
ていなくても、その知識がすでに確立されておりかつ顕著な法原理に関する
場合には、その知識を有しているものと措定することが許される旨判示した
〈60〉。
高等院判決は契約の黙示条項に関する法理についての重要な判決であり、
Vos 裁判官は、以下のように契約条項の黙示のプロセスが客観的なものであ
るとする。
「解釈全体は、通常人が当該契約は何を意味すると考えるかを決定するこ
とに関することであり、当事者の主観的意思を決定することに関するもので
はない。それゆえ、Hoffman 卿が Belize Telecom 事件の同卿の見解のパラ
グラフ 16 において、客観的な意味が『伝統的に当事者の意思』であると説
明していることは特に参考になる。『意思』という言葉の通常の用法中の主
観的要素が過去において多くの混乱を引き起こしてきたのかもしれないと敢
えて申し上げたい。しかし今や解釈のプロセスは客観的であることは明白で
ある。……裁判所が契約を解釈するのに当事者の主観的意思を参照すること
はできないであろうし、すべての事件が判決を下されるまでは、相争ってい
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る当事者はそれぞれ主張している意味を主観的に『意図していた』と強弁す
るであろう」〈61〉。
Vos 裁判官は次のようにも述べている。
「契約条項の黙示を考える場合は、通常の観察者であれば当事者は実際に
は有していない知識があると考えることが許されるのであり、その知識が確
立された周知の法原理である場合には尚更である。本件についてはこれ以上
言及する必要はないが、契約条項の黙示を考察する場合とちょうど同じ様に
契約の解釈を考察する場合にも、同じことが通常の観察者の知識にも当ては
まるように思われる」〈62〉。
Vos 裁判官は、Jackson v Dear 事件高等法院判決における Briggs 裁判官
と同様に、必要性の意味内容を明らかにすることにより、Belize Telecom
事件と Mediteraean Salvage 事件の間の対立そのものを重要視せず、「その
結果は、当該契約が（契約条項の黙示を）することなしに理論的に機能した
としても、実際に『必要なのである』。なぜならば、合理的な観察者が判断
しうる当事者の推定的意思を実効化することが必要であるからである」〈63〉
とする。もっとも、同裁判官は、Mediteraean Salvage 事件に則して、「当
該契約を機能させ、それにビジネス効率性を付与するために必要な契約条項
の黙示である」〈64〉と述べている。
控訴院は、覚書における賃料規定と賃料改定プロセス自体を区別し、覚書
で明示されている継続規定は、進行中の賃料改定プロセスとその最終結果を
維持するように機能する旨判示した〈65〉。
控訴院は、賃借人側の控訴を棄却して高等法院の判決を支持したが、その
根拠を当該証書そのものの解釈に求めたため、当事者がどの程度知っていた
かという争点に触れることはなかった。
④　Crema v Cenkos Securities 事件〈66〉
契約解釈を行う際に、一般的には慣習もしくは市場慣行に関する証拠は用
いることができないとされているが、本件において高等法院の Aikens 裁判
官はそれを認めるとともに、Belize Telecom 事件の原理を拡張し、一部口
頭で一部書面による契約にも適用されるとした。
原告は被告の株式仲買会社に雇用されている投資金融業者であり、補助ブ
桐蔭法学 22 巻 2 号（2016 年）
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ローカーとして訴外 G 会社の投資家を募る仕事を行っていた。本件の争点
となったのは、原告は、被告が訴外 G 会社から受領する代金とは無関係に、
被告に手数料を請求することができるかである。
第一審の高等法院女王座部商事法廷は、この問題について二名の鑑定人の
証言を聴取し、いずれの鑑定人も取引慣行もしくは慣習の存在を示唆しなか
った。しかしながら、取引慣行もしくは慣習の要件である、通常の「周知で、
確実でかつ相当な」基準は充足していないが、被告に有利な「市場慣行」が
存在することを認め、それを証拠として許容した〈67〉。
原告の控訴につき、控訴院は全員一致で控訴を認容した。控訴院は、被告
の主張する契約条項、すなわち代金支払いがなされるまでは手数料支払い義
務を負わない旨の契約条項は、本件事実関係の下では黙示されないとしたが、
原審判決とは異なる理由を示した。
Aikens 裁判官が法廷意見を述べ、以下のように Belize Telecom 事件判決
で示された法理を整理し、拡大している〈68〉。
⑴　裁判所は、解釈することを迫られている証書につき、それをより公平
なものもしくは合理的なものとするために改善することはできず、それ
が意味するところを発見することのみに関与する。
⑵　当該証書が意味するところは、「通常人」もしくは「通常の名宛人」
と呼ばれる法的に擬人化された者に伝えるであろうと思われるものであ
る。証書の客観的意味は、伝統的に「当事者」の意思、もしくは証書起
案者と見なされる者の意思である。
⑶　契約条項を黙示する問題が発生するのは、何らかの特定の ( しばしば
予見されない ) 出来事が発生した場合に、どうすべきかを明示的に規定
していない場合に限定される。
⑷　基本的な立場は、証書においては何ら黙示されることはないというこ
とである。
⑸　「通常の名宛人」が、当該証書を何かそれ以上のものを意味すると理
解するとすれば、それが証書の条項では明示的に扱われていない特定の
出来事において明記していない特定の場合に発生した場合、裁判所は、
当該出来事が発生した場合にはどうなるかに関する条項を黙示するとさ
れている。
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⑹　そのプロセスは当該証書に別の条項を付け加えようとするものではな
く、それが意味するものを説明しようとするものである。
Aikens 裁判官は、Belize Telecom 事件において、書面による契約に黙示
的条項が含まれるものと解釈されるべきか否かを判断する際には、裁判所は、
両当事者がアクセス可能とされるのが合理的である一切の背景的知識を考慮
しなければならないことを確認したのであり、そのことは一部口頭・一部書
面による契約も同じであるとする。その帰結として、「通常の名宛人」の観
点から両当事者が何を意図していたかを立証するため、裁判所は「市場慣
行」に関して専門家の証言を審理する権限を有しているという〈69〉。
また、Aikens 裁判官は、これまでも商事裁判所は書面による契約の適切
な解釈を行う必要から事実的背景を十分に理解するために、「市場慣行」に
関する証拠調べは行われているとする〈70〉。
⑤ Stena Line Ltd v Merchant Navy Ratings Pension Fund Trustees 
Ltd 事件〈71〉
本件において、船員の職域年金基金の受託者が年金スキームの赤字を補填
するため、既存のルールの条項を廃止する一方、同基金の受託者が新たなス
キームを提示したため、加盟している使用者全員の同意を得られない場合に
は、信託上判断する必要のあるルールの訂正権限は黙示的制約を伴って解釈
されるべきであるかが問題となった。
原審の高等法院では Briggs 裁判官が否定的判決を下し〈72〉、控訴院におい
ても控訴は棄却された。 
控訴院の Arden 裁判官は、解釈の一般原理は年金スキームに適用される
とし〈73〉、Crema v Cenkos Securities 事件と並んで、Belize Telecom 事件
において解釈と契約条項を黙示することに類似性があるとしたことを法発展
の一つであると見なしている。その理由として、それは「契約書自体の文脈
のみならず契約条項の領域において解釈原理が果たしている役割を強調する
ことにより法の内部的一貫性を促進する」ことを指摘している〈74〉。
契約の解釈と契約条項の黙示とを類比することは有益でも、それを過度に
強調することはできない。明示条項の解釈においては契約条項となっている
言葉を確定するのはそれ程困難ではなく、裁判所の役割は言葉の意味、さら
桐蔭法学 22 巻 2 号（2016 年）
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には契約条項の意味を確定することであるが、黙示条項に関しては黙示され
るべき条項の表現を明らかにすることが加わることになるからである〈75〉。
⑥　SNCB Holding v UBS AG 事件〈76〉
本件において高等法院は、契約条項の黙示を主張する当事者がどのように
その主張を展開すべきかについて有益な指針を提供している。
本件で問題となったのは、2001 年に締結された、ベルギー国有鉄道の
SNCB と UBS 銀行間における複雑な金融取引に関する契約に契約条項を黙
示することの可否であった。同契約は、鉄道インフラの整備費用の融資を目
的とするものであり、最終的に融資は訴外第三者会社が関係する一連の債券
とリンクしていた。UBS 銀行が原告に行った融資は、以下のことを前提に
していた。すなわち、訴外第三者会社の内一社でも信用を欠くに至った場合
には、「UBS 銀行の期限未到来の払い戻し義務は関係法人に関連する預金部
分については消滅し、UBS 銀行は、支払いに代えて、SNCB に対して修正
預金契約（ADA）の条項に従って計算された増加金額と額面で等しい額の
関連会社の債券を引き渡すことを義務づけられる」〈77〉。
訴外第三者会社 Ambuc 保険会社の金融債務の不履行時に備えた担保勘定
には同社の地方債が含まれていたので、UBS 銀行はそれを売却して現金化し、
価値の低い同社保証の債券に代えた。
UBS 銀行の主張では、契約の元々の条項により適切な担保が提供できる
場合には、債券を処分する権限を有しているとした。他方 SNCB は、黙示
条項の存在により、UBS は自己の取引上の利益で行動することはできず、
債券を自己の裁量により処理できないと主張した。
Cooke 裁判官は、本件の争点は契約書の解釈であり、内容の異なる複数の
黙示条項が主張されることで黙示条項の議論は希薄化されることになるとし
〈78〉、SNCB が複数の黙示条項を提示することについては、それぞれの明文
規定を再構成する理由が重要であるとする〈79〉。
Cooke 裁判官は、黙示的契約条項の法理を検討して Belize Telecom 事件
で示されたアプローチを採用すべきではあるとし、提示された条項を黙示す
る必要性が必要であると判示するとともに、判例法上裁判所は問題となって
いる証書を改善する権限は何ら有しておらず、それを公正もしくは合理的な
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ものとするために条項を導入することもできないとした〈80〉。
同裁判官は、黙示条項が問題となるのは、一定の契約紛争が発生した場合
に備えた明示規定が存在しない場合であり〈81〉、契約条項の黙示は容易に裁
判所の役割を超えてしまうので、それに対して法が厳格な制約を課している
ことは意味があり、冗長で注意深く起案されている契約書が黙している場合
には契約条項の黙示は困難で、意図的に触れない場合はなおさらだとする〈82〉。
また同裁判官は、主要な判断基準は、提示されている黙示条項が当該契約が
機能するのに必要であるかであるが、当事者がその条項を挿入するのが相当
であろうということを意味するものではなく、全体的に考察して『当該契約
が実際に意味していることである』と裁判所が納得することが必要であると
する〈83〉。
複数の金融証券を解釈するにつき、Cooke 裁判官は、契約に条項が黙示さ
れると主張する当事者に関連した争点に焦点を当てている。まず、当事者の
主観的理解に関する証拠は、契約の解釈においても、契約条項の黙示に関連
しても許容されることはないとする〈84〉。次いで、当事者は、黙示条項を主
張する際には注意を払う必要があるとする。本件では、主張されている黙示
条項が機能するためには別の条項が黙示される必要があるのであり〈85〉、
SNCB は元々第二の黙示条項の主張に失敗している〈86〉。SNCB は、提示さ
れている黙示条項のいくつかの代替的かつ不統一な変形を主張したが、
Cooke 裁判官の見解によれば、それ自体次のような考えとは相容れないもの
であった。すなわち、黙示条項は、「……［関連する契約］の他の条項およ
びその背景に照らして読んだ場合、［関連する契約］のその他の条項と矛盾
しない唯一無二の回答である条項のようなもの」〈87〉でなければならないと
する考えである。
Cooke 裁判官は、黙示条項の必要性の議論をおこなわず、それが認められ
る余地はない旨判示した。
SNBC は、当事者間の合意は一層合理的な解釈を必要とすると主張したが、
慣習、慣行、もしくは取引経緯を議論しようとはしなかった。裁判所の認定
では、UBS は債権を処分する権限を有しており、契約に規定された範囲に
おいて自らの商的利益を追求したとし、契約条項は解釈により確定可能であ
るとして、問題となっている権利義務を規定する契約書の明示規定に反映さ
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れた当事者の客観的目的および合理的な期待を変更する SNBC の主張は認
められなかった。
イギリスの裁判所は明確に規定された明示規定が存在する場合には敢えて
黙示規定を読み込むことに慎重な姿勢を示す伝統を維持しているが、本件判
決はこうした姿勢を再度強調することになった。
⑦ Wuhan Ocean Economic and Technical Cooperation Ltd v 
Schiffahrts-Gesellschaft ‘Hansa Murcia’ MbH & Co 事件〈88〉
本件の事実関係は以下の通りである。
本件造船契約の添付書類第 4 号により、両当事者は、ハンサ・ムルシア号
の引き渡しの遅延、および造船所は前受金返還義務保証〈89〉の 2012 年 3 月
31 日までの延長に合意した。しかし、同添付書類において、前受金返還義
務保証延長の締切り期限を定められていなかった。買主は、最初の保証期限
が徒過する 2010 年 6 月 30 日の二日前、造船所が前受金返還義務保証延長を
得ていなかったのは造船契約の重大な契約違反に当たると主張し、その翌日、
仲裁手続きを開始した。造船所は同時に保証延長手続きを行い、仲裁手続の
開始日、銀行による前受金返還義務保証は延長された。
本件における法的問題は、以下の通りである〈90〉。
造船契約における売主が前受金返還義務保証の延長に合意した場合、
⑴　既存の前受金返還義務保証が徒過する期日（本件では 2010 年 6 月 30
日）以前にそれを延長することは売主の義務であるか、
⑵　売主が一切の状況に照らして相当な期間内に前受金返還義務保証の有
効性を拡大しようとすることは契約条項として黙示されるか（無名条項
に該当するが付随的条項ではない）、もしそうであるとすると、
⑶　本件において 2010 年 6 月 30 日までに前受金返還義務保証が延長され
なかったことは、黙示される契約義務違反に該当するか、もしそうであ
るとすると、
⑷　そうした契約違反が買い主から事実上契約全体の利益を奪うほど重大
であり、そのことにより買主は、重大な契約違反もしくは無名条項の十
分に重大な違反を理由として、契約を終了する権限を有することになる
のか。
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仲裁裁判所は、黙示的条項に関して、買主の担保を保護するため、造船所
は「相当な期間」内に前受金返還義務保証を得るものとする条項を黙示する
必要があるとし〈91〉、この「相当な期間」は、前受金返還義務保証の満了す
る二週間前に終了し、同年 6 月 16 日から売主は契約違反となるとした〈92〉。
同裁判所はまた、最初の前受金返還義務保証終了の一週間前までに、造船所
が前受金返還義務保証を得なかったことは造船契約の根底に達する重要なも
のであり、重大な契約違反になる旨判示した〈93〉。
控訴審の高等法院は以下の通り、造船所が前受金返還義務保証を延長しな
かったことは造船契約の黙示条項違反であるが、そのことは直ちに重大な契
約違反には該当するものではないとした。
高等法院の Cooke 裁判官は始めに、Belize Telecom 事件判決で Hoffman
卿が示した黙示条項が認められる要件に関する Clarke 卿のコメント 〈94〉に
従い、裁判所は相当であるという理由だけでは契約条項の黙示を認めること
はなく、当該契約に意図された意味を付与するために必要である場合だけ契
約条項の黙示を行うと述べる〈95〉。同裁判官は黙示的条項に関する原審の判
決を支持し、契約当事者間で履行期日が特定されない片務的義務を課した場
合には、永続的もしくは不定期間のもと意図されとすることはできず、履行
期間に制約が設けられる必要があるとし〈96〉、造船所が相当な期間内に前受
金返還義務保証を得ることは黙示条項になるとし、Belize Telecom 事件判
決を適用して、同保証が満了する前の 14 日は「相当な期間」であり、造船
所はそれ以降義務違反となるとした〈97〉。
しかし Cooke 裁判官は、前受金返還義務保証期限が徒過する一週間前に
造船所が前受金返還義務保証の延長を得られない場合に、契約違反の継続が
重大な契約違反となることには反対した。同裁判官は、本件の黙示条項は無
名条項であり、契約違反があっても、買主から造船契約の実質的に全体的な
利益を剥奪する程に重大ではないとする〈98〉。なぜならば、前受金返還義務
保証状の条項では、当事者の一方が仲裁手続きを開始すると同保証は解釈上
自動的に延長されるとしており、買主が同保証期限の徒過により仲裁手続を
開始することにより最初の保証は自動的に延長されるので、売主が相当な期
間内に保証の延長を行わなかったとしても買主の担保は危険にさらされない
とする〈99〉。
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⑧　P&G v SCA 事件〈100〉
売買価格の表示通貨と決済通貨が異なる場合には決済時の為替レートが適
用されるのが一般原則であり、控訴院は本件において契約上これと別異の定
めを行うには起案上細心の注意を払うことが要請され、契約書の末尾にポン
ドとユーロ両通貨の為替レートが記述されていても、それは契約期間中の固
定的な為替レートにはならないとした。
家庭用品のメーカーである P&G は、SCA との間でペーパータオルの製造
設備資産譲渡契約を締結し、SCA が契約書記載通りの為替レートで計算し
た金額を送金してきたため、P&G が支払時の為替レートにより不足分の金
額を請求する訴えを提起した。
原審では、SCA の主張する契約の解釈、契約条項の黙示、および証書補
正命令の三点、すなわち、⑴上記の記載は明示規定である、⑵その旨の条項
が黙示される、もしくは⑶その旨の明示条項が挿入されるように契約書は補
正されるべきについていずれも退けて P&G 勝訴とし、⑵に限定して控訴を
認めた〈101〉。
控訴院は控訴棄却判決を下しており、Moore-Bick 裁判官は契約解釈と黙
示条項との関係を取り上げ、次のように述べている。
「本官は以下のことに全面的に賛成である。すなわち、契約条項に二つの
意味があるとすることが可能な ( それゆえ、不明確である ) 場合には、裁判
所は当該契約の全体的な目的もしくは取引感覚に良く合致するものを選ぶべ
きであるが、出発点は当事者が自らの意思を表明するために用いた文言でな
ければならず、本件のような念入りに起案された契約書においては、裁判所
はより相当な意味であるものを生み出すために契約書を書き直す罠に陥らな
いよう注意を払わなければならない」〈102〉とする。
契約の解釈の場合と同様に、黙示条項の認定が当事者の意思を通常人の判
断基準に照らして客観的に行われることが認められるとしても、相当性だけ
を理由として黙示条項が認められることはなく、相当性の充足は当事者の意
思の客観的評価を行う際に考慮すべき一要素に過ぎない。しかし、契約解釈
の過程において裁判所が当該契約に取引上の意味を付与しようとすると、当
事者が使用している契約上の文言に代えて、裁判官が契約状況において相当
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であるとするものに置き換えてしまう危険を排除できない〈103〉。
⑨　Jackson v Dear 事件〈104〉
控訴院は、高等法院判決〈105〉において契約解釈と契約条項の黙示に関する
判例法理を整理したものは本件に十分かつ便利であるとしながら、商事契約
における黙示条項に関する本件事件の事実関係において株主間契約（SHA）
上の契約条項を黙示した結論は誤りであるとし、同判決を破棄した〈106〉。
被告（控訴人）はそれぞれ会社の株主兼取締役であり、株主間契約を締結
して、各自の株主議決権を行使して原告（被控訴人）を取締役に任命するこ
とで、株主間契約と関連会社の定款との矛盾を解消することとした。同社の
定款では、被告はすべての取締役を一方的に解任する権限を付与されており、
この権限は株主間契約の明示規定では制限されていなかったので、被告はこ
の権限を行使して原告を解任したものである。これに対して原告は、株主間
契約の特定履行を求めて訴えを提起した。
高等法院の Briggs 裁判官は黙示条項に関連した法理を次のように整理し
ている。
「ⅳ　契約条項を黙示することは明示条項の解釈と同様に契約の意味を確
定するプロセスの一部に過ぎない。黙示することの対象は、契約の文言が明
示の規定を置いていない出来事である。
ⅴ　そのような場合、出発点は通常、明示規定の欠けているとその出来事
に関連してどの様なことになるかについて何も合意がないのを意味するとい
うことである。しかし黙示条項はその合意が何を意味するかを明らかにする
ために必要となることがある。それは、契約書における他の条項と符合する
唯一の意味が、関連する背景に照らして読み込むと、何かが起こるはずであ
るとされる場合である。
ⅵ　必要性は（恐らくは法的に黙示される条項に関する場合を除外して）、
依然として契約条項を黙示する条件ではあるが、取引上の効率性をもたらす
必要性は、関連性を有する必要性の唯一のものではない。契約の明示条項は、
両当事者が明示的義務を履行できるという意味において十二分に完全に機能
しうるが、その結果は、通常人ならば当該契約が意味すると思われることと
矛盾することになろう。そのような場合に、当該契約が現実に意味している
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ものを明らかにするために黙示条項が必要である」〈107〉。
Briggs 裁判官によると、Mediterranean Salvage 事件において Clarke 卿
がビジネス効率性と必要性を分ける基準を適用したのは、同事件の想定上の
事実関係に基づいてのことであり、こうした特定の必要性の類型は契約条項
が黙示されるすべての場合に認められることを示唆するものではないとし
〈108〉、同裁判官は、黙示条項の必要性は正に「当該契約が現実に意味してい
るものを明らかにすることである」と判示している〈109〉。
控訴院判決で法廷意見を述べた McCombe 裁判官は、何ら契約条項が黙
示されていない場合には、その結果は、単に一人の通常人ではなく、「通常
人であればだれでも」が当該契約の意味するところを理解することと矛盾す
るか否かについて問題としなければならないとし、「代替的な契約解釈の選
択を可能にする取引上の常識については、一定状況の下における取引上の常
識に関する意見はまた通常人の間でも異なることになる」のであり、本件に
おいて契約条項を黙示する余地はないとする〈110〉。また、「すべての通常人」
が、契約の明文規定に黙示条項を付け加えることは「取引上の常識」から当
然であるとすることに賛同するかは疑問であるとした〈111〉。
Lewison 裁判官は、McCombe 裁判官の示した理由に加えて以下の二点を
加えている〈112〉。
第一に、本件で問題となっているのは株主間契約であり、当該条項は取締
役として控訴人両名に付託されている権限に影響を及ぼすものであり、英国
の会社の株主は自由に議決権を行使することができ、取締役は制定法上の義
務を負担しているので、株主間契約において当事者の取締役として行為する
権限に制約を加える条項を黙示することは困難である。
第二に、株主間契約の存在もしくは当該条項のことを知らない社外取締役
または取締役予定者が取締役に就任するかを判断する場合に、同社の定款を
額面通り受け取り、取締役会で取締役の解任決議がなされる場合には取締役
の権限は有効であることを前提として取締役を引き受ける権限を有している。
以上の理由から Lewison 裁判官は、株主間契約で主張されている条項を
黙示することは認めないとした。
本件はイギリス法上の伝統的な契約解釈の考え方を反映するものであり、
株主間契約と定款の関連条項が矛盾した場合には通常は定款が優先し、イギ
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リスの裁判所は契約条項の黙示がなされない場合に発生する結果と通常人で
あれば株主間契約が意味するであろうことと矛盾することにならない限り契
約条項を黙示することはないことを明らかにするものである。
⑩　McKillen v Misland (Cyprus) Investments Ltd 事件〈113〉
本件で株主間契約における新株引受権についての規定が争われ、控訴院は、
契約条項が問題となっている場合には、それが不明確であり、当事者の一方
に不利益な内容になっているとしても、契約条項の省略に起因した錯誤を是
正するため黙示条項を認定することに裁判所は消極的であることを示す判決
を下している。
契約書起案に伴う明確な錯誤を救済するために契約条項を黙示する基準は、
Chartbrook Ltd v Persimmon Homes Ltd 〈114〉において明らかにされている。
すなわち、⑴文言の使用における明白な錯誤、および⑵当事者の意思への客
観的判断基準の適用である。
Arden 裁判官は、Hoffman 卿のアプローチに基づき、契約条項の黙示の
根底をなす基礎は契約書の解釈であるとし、次のように述べる。
「黙示条項の必要性を判断するプロセスが有する意味と効果は、特定の契
約が解釈されることに対する当事者の合理的期待から分離された形で行われ
るものではない。その点で、コモン・ローはこの分野における契約法の主要
原理の一つとしての当事者自治に固執しているのである」〈115〉。
Rimer 裁判官は契約書の解釈について次のように発言している。
「本官の見解では、言葉はそれが述べていることを意味する。第一に、言
語の問題として、それらを別のものを意味すると読む余地はない。また、何
かが契約書の起案したものとうまくいかないと推測する基礎もない。恐らく
それは極めて手際の良い契約書の起案ではないかもしれないが、意図的解釈
の途を辿ることで、（当事者の一方が）採用することを選択したスキームを
改善することは裁判所の機能ではない」〈116〉。
Belize Telecom 事件以降に黙示条項の主張が認められるかを争点とする
事件を概観すると、Belize Telecom 事件の Hoffman 卿の見解に対して一応
に敬意を表してそれを判決の前提にしているが、Hoffman 卿の見解自体を
どの様に理解するかは様々な意見がみられる。また、高等法院判決では契約
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条項の黙示の主張を認めるものがあっても、控訴院においてはほぼ皆無であ
り、最終的に契約条項の黙示の主張が正面から認められた事件はない。この
ことから、Belize Telecom 事件で表明された Hoffman 卿の見解は契約条項
の黙示においても契約解釈と並び裁判官の役割が拡大されるとの期待を覆す
ことを意味している。
四　M&S 事件
イギリス最高裁判所は、M&S 事件〈117〉において、事実に基づく黙示条項
法理について Belize Telecom 事件で示された Hoffman 卿のテーゼを軌道修
正することになった。M&S 事件では、賃借人は賃貸期間の四半期の途中で
解約通知をすることにより、賃貸人に対して配分された賃料を請求する権限
が認められるかが争われ、最高裁判所は、賃借人の主張を退けるとともに、
黙示条項が認められる判断基準についての新たな指針を示した。
最高裁は、商事契約において契約条項の黙示が認められる指針に関して、
最高裁として初めて統一的な見解を示すことになったものであるが、Belize 
Telecom 事件における Hoffman 卿の黙示条項に関する発言について多数意
見により最高裁としての一定の評価を下している。しかしながらその点に関
しては少数意見が付されており、なお評価が確定的ではない状態であるとの
印象を与えている。
M&S 事件の事実関係は以下の通りである。
M&S 事件の発端は、総合スーパー大手のマークス・アンド・スペンサー
社（M&S）が、以前に本社として使用していた不動産に関する 4 件の賃貸
借契約を終了して解約オプションを主張したことにある。同契約上賃借人が
賃料支払を条件とする解約条項に基づく主張をするためには、賃借人は解約
日以後の期間の賃料を支払う場合でも、解約日以前に支払期日が到来してい
る賃料全額を支払う義務があるとされていたが、解約オプションを主張した
賃借人 M&S は、解約日以降の期間についての既払い賃料の払い戻しを受け
ることが認められるかが争点となった。
M&S は、2011 年 7 月 7 日に、2012 年 1 月 24 日（解約日）で賃貸借契約
を終了させるとの解約六ヶ月前の通知を行った。M&S は、解約条項を有効
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とするために 2011 年 12 月 25 日に期日の到来する四半期の賃料 309,172.25
ポンド＋付加価値税の全額を支払うとともに、さらに、解約オプション行使
の条件となっていた解約割増金 919,800 ポンド＋付加価値税の支払いを行い、
当該賃貸借契約は解約日に終了した。
M&S は賃貸人に対して、解約日から 2012 年 3 月 24 日までの期間につい
て比例配分した支払い済み賃料、約 110 万ポンドの返還を請求し、本件賃貸
借契約上では M&S に払い戻しを受ける権限を認める明示条項は不存在でも、
それを請求するための黙示条項が認定されるべきだとして訴えを提起した。
高等法院は M&S の請求を認めた〈118〉。
Morgan 裁判官は、解除条項が賃借人による一年分の賃料相当額支払こと
を条件としているのは、解約日以降賃貸物件は空きとなるので賃貸人の賃料
収入の欠損を補償することを両当事者が考えていたことを示していること、
事実関係から賃貸人が解約日前に受領した四半期の賃料全額手元に止めてお
くべきであると両当事者は意図していなかったはずであるとする〈119〉。同裁
判官は、賃料の返還が請求できるとする契約条項を黙示することができると
し、二つの根拠を示している〈120〉。第一に、Belize Telecom 事件の Hoffman
卿の発言によると、提案されている黙示条項は当該賃貸契約にビジネス効率
性を付与するのに必要である。第二に、その条項は明白であり、言うまでも
ないものである。
賃貸人が控訴し、控訴院は全員一致で原判決を破棄して賃貸人の勝訴判決
を下した〈121〉。
Arden 裁判官は、Jackson 裁判官 および Fulford 裁判官が同意する法廷
意見において、原審判決が契約条項の黙示を認めたのに対して、当該賃貸借
契約は全体的かつ当該状況に照らして読んだ場合、そのような黙示条項を含
んでいると理解することは合理的ではないとした〈122〉。同裁判官は、黙示条
項を主張する当事者が立証しなければならないのは、当該条項が契約の一部
でありえたではなく、それが契約の一部であるのが常であったことであり
〈123〉、黙示条項を欠いていてもある合意が機能を果たしうるとする事実は、
黙示条項の不必要性の証拠にはならないとし、「両当事者の目的を達成する
ために契約中にそうした条項を含むことが必要な場合には、契約条項は黙示
されうる」〈124〉のであり、「当事者は特別期間の賃料支払いから発生する損
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失はそれを被った者が負担することを前提にしていた、とするのが導き出す
べき正しい推論である。したがって、払い戻し条項は黙示されない」〈125〉と
する。
Arden 裁判官が本件において黙示条項が認められない理由として次の通
り説明する。
第一に、本件において賃料払い戻しの黙示条項が認められる基準の要件は
満たされてはいない。黙示条項が認定される必要性の程度は契約類型による
のであり〈126〉、本件賃貸借契約は詳細に起案された複雑なものであるが、賃
料の払い戻しに関するすき間が残されており〈127〉、本件における解約割増金
は当事者の一方が契約締結により被る損失を補償する基準としての役割を果
たしている〈128〉。
第二に、両当事者は本件賃貸借契約締結前に本件争点が発生する可能性が
あることを知っていたのであり、当該賃貸借契約の署名前に、M&S は解除
オプションを行使する際には四半期の賃料全額を支払わなければならない可
能性があることは、両当事者にとって明白であったと思われる。当事者は解
約条項が発効して契約が解約された場合にどうなるかの議論を行っており、
事実、本件賃貸借契約では契約解約の他の結果について規定している。また、
両当事者の意思が契約解約以降の賃料は配分されるとするものであったとす
ると、賃貸人が契約解約日以降の期間に関する賃料の払い戻しを要求できる
との明示規定を賃貸借契約に挿入することができたし、そうすべきであった
〈129〉。
Arden 裁判官は、本件契約の一切の状況から導き出される結論は、賃料
の損失は控訴人が負担すべきものであるとする〈130〉。
控訴院は、賃貸借契約上の明示規定のない場合には、契約解約日以降の期
間の既払い賃料返還請求は認められないとする伝統的な見解にたつことを明
らかにした。
最高裁判所は控訴院判決に対する上告を許可し〈131〉、全員一致で M&S の
上告を棄却した〈132〉。
多数意見において Neuberger 卿は、Sumption 卿および Hodge 卿の同意
を得て、確立されている契約解釈の諸原理、すなわち、契約条項が黙示され
るのは、言うまでもない程に明らかであるかもしくは当該契約にビジネス効
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率性を付与するために必要である場合に限定されることを再確認した。
Neuberger 卿は、裁判所が商事契約中に契約条項を黙示するために満た
さなければならない要件について、19 世紀、20 世紀初頭の判例に見られる
古典的とされるものから説明し、その法理は Simon 卿により次のように要
約されるとする。
「契約条項が黙示されるためには、以下の条件 ( 重複の可能性あり。) が満
たされなければならない。⑴相当であり、かつ衡平でなければならない。⑵
契約にビジネス効率性を与えるものでなければならず、したがってそれがな
くても契約が効力を生じる場合には、契約条項は黙示されない。⑶明白であ
り、『言うまでもない』ものでなければならない。⑷明白な表現が可能でな
ければならない。⑸契約の一切の明示規定に反するものであってはならな
い」〈133〉。Neuberger 卿は続けて、当事者間で複雑な契約交渉がなされてい
る場合には、契約条項を省略したのは熟慮の上であるので、裁判所の介入は
抑止的であるべきとする Thomas 記録長官の見解に言及している〈134〉。
Neuberger 卿は、こうした見解は明確で、一貫した、かつ筋の通った分
析だとし、それらを諸原理として定式化することは危険を伴うとしながら、
以下の６つのコメントを付している〈135〉。
⑴　契約条項を黙示するためには、契約締結時における「当事者の現実の意思の
証明」は必要なく、問題とされるべきは、その立場の通常人であれば何を合意
したかである。
⑵　契約条項が単に公平に見えるという理由だけで、もしくはそれが提案なされ
ていたならば当事者は合意したであろうと裁判所が考えるという理由で、詳細
な商事契約に契約条項を黙示するべきではない。それらは、契約条項を黙示す
るための必要条件ではあるが十分条件ではない。
⑶　Simon 卿の第一準則である、契約条項の相当性と公平性の要件は、通常は何
らかのものを付け加えることはほとんどない。他の黙示条項の要件を満たす場
合には、それは通常は定義上相当である。
⑷　Simon 卿の第二準則と第三準則のビジネス上の必要性と明白性とは、集積的
というより双方のうち一方のみが満たされるべきもので代替的なものといえる。
もっとも、これらの要件のうち一方だけが満たされることは実際にはまれであ
る。
桐蔭法学 22 巻 2 号（2016 年）
28
⑸　「お節介な傍観者」の要件を参照して契約条項の黙示にアプローチする場合
には、「その者から提示されるべき問題を定式化するには最大の注意を払って
行うことが重要である」。
⑹　ビジネス効率性の必要性を判断するのには価値判断が伴う。その基準は一種
の「絶対的必要性」ではなく、その要件を定めるより有益な方法は、契約条項
が黙示されることが認められるのは、その条項を欠くと契約が取引上もしくは
実際上の一貫性を欠く場合に限定される。
Neuberger 卿は、黙示契約条項法理に関する一般理論に引き続いて、
Belize Telecom 事件において Hoffman 卿の示したテーゼについて言及し、
当該契約に関連する背景的知識をもつ通常人である読者ならば、当該黙示条
項が契約内容となっていたと理解すると思われる場合に契約条項は黙示され
るとする Hoffman 卿の考えは、以下の 2 条件の下で「完全に承認される」
とする〈136〉。
⑴　通常人である読者は契約締結時に当該契約を読むものと見なされる。
すなわち、条項が黙示されるか否かは契約締結時に判断される。
⑵　通常人である読者であれば、当該契約条項は言うまでもない程に明白
であるか、もしくはビジネス効率性に不可欠であると考えると思われる
場合である。
Neuberger 卿は Belize Telecom 事件以降、法学研究者や法実務家を悩ま
せている問題を取り上げ、次のように述べている。
「契約条項が黙示されるために満たされない要件自体は希薄化されること
はないことを強調する必要がある。その理由は、Belize Telecom 事件は法
学者と裁判官により法を変更したものと解釈されていることは明白だからで
ある。……シンガポール最高裁が、ある条項が契約に黙示されことになる状
況を支配する法は Belize Telecom 事件以降も不変である旨判示したことは、
私見では正しかった」〈137〉。
Neuberger 卿は、Belize Telecom 事件判決における Hoffman 卿の提言、
すなわち「契約条項の黙示の過程は解釈を行うことの一部である」について
は、契約条項の黙示と解釈は双方ともに契約の範囲と意味を決定することを
含むが、Hoffman 卿の分析は、両者が別々のルールに支配される別個のプ
ロセスであることを曖昧にするとした〈138〉。
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Neuberger 卿は契約の解釈と契約条項の黙示との関係について次のよう
にも述べている。
「場合によっては、契約条項を黙示する判断がなされたとしても明示条項
の解釈を再考することが適切なこともあり得よう。しかし、明示条項の解釈
は、契約条項を黙示するかを考察する前になされなければならない」〈139〉。
結論として Neuberger 卿は、Belize Telecom 事件において Hoffman 卿が
示した観察は「複数の解釈が可能であり……それらの解釈のあるものは法的
には誤りである」とするとともに、採用すべき正しい方法は、「そうした観
察は黙示条項の法に関する権威的指針として取り扱われるべきではなく、今
後はある意味では傑出した議論の一つであると述べる」ことであるとする
〈140〉。このように Neuberger 卿は、Belize Telecom 事件自体、契約条項の
黙示に関する伝統的な必要性の判断基準の軽視するものではないことを確認
しているが、裁判所が最初に行うべきことは契約書上の文言の解釈であり、
契約条項の黙示の判断はその後になされるべきであるとする。
Neuberger 卿は、ICS 事件以降約 20 年間近く契約解釈の領域において主
導してきた Hoffman 卿の見解とは別異の考え方を採択することを明らかに
しているともいえるのであり、最高裁がこうした見解を表明することの伏線
は、Arnold 事件〈141〉において、契約中で用いられている言葉は重要であり、
取引上の常識、背景、文脈、もしくはその他のものが、使用されている言葉
の普通の意味を離れることを正当化することは例外的であると判示したこと
にも現れている。
M&S 事件の最高裁判決により、契約条項を黙示する基準は契約にビジネ
ス効率性を付与するのに必要であるかであることが明らかにされた。その基
準自体、絶対的な必要性ではなく、黙示条項を欠く場合には当該契約が商業
上もしくは実際上の統一性を欠くことになるか否かということになる。
Belize Telecom 事件における Hoffman 卿の示したテーゼの評価に関して
は、それが黙示条項法理の緩和を意味するものとして理解されてはならない
とする結論は M&S 事件の裁判官全員に共通ではあるが、Carnwath 卿が
Hoffman 卿の立場を強く支持する独自の見解を示している。
Neuberger 卿 と Carnwath 卿は、契約解釈のアプローチと契約条項の黙
示について Belize Telecom 事件で Hoffman 卿が示した見解に評価に関して、
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両者の意見は対立している。多数意見とは異なる立場の Carnwath 卿は、
Neuberger 卿が 19 世紀まで遡る判例に言及したのに対して、議論の出発点
として Belize Telecom 事件から始めることで足りるとし、Belize Telecom
事件における Hoffman 卿の見解に位置づけについて、Carnwath 卿は同判決
が枢密院司法委員会の裁判官全員一致によるものであり、権威的なものであ
ることは否定できないとする〈142〉。 同裁判官は M&S 事件の当事者間におい
ても、少なくも解釈に関しては同判決の先例としての価値についての争いは
なく、Belize Telecom 事件判決が契約条項の黙示に対する伝統的で、高度
に制限的なアプローチを緩和するものと理解してはならないとする〈143〉。
これに対して Neuberger 卿の示した多数意見は、Hoffman 卿の見解を黙
示条項の権威的指針として扱うことを否定しているので〈144〉、Belize 
Telecom 事件の 先例的価値は否定されたことになる。
Carnwath 卿は、Neuberger 卿が明示条項の解釈は契約条項の黙示が認め
られるかの判断の前に行うべきだとしたことについては、Belize Telecom
事件で述べられたことに与するとしている〈145〉。Carnwath 卿はまた、「ビジ
ネス効率性」「お節介な傍観者」の基準に関しても多数意見とは異なり、「裁
判官が、提示されている黙示条項により当該契約の現実的意味が説明されな
ければならないとする中心的な考えを表明しようとするか、もしくはそうで
はないと考えた理由を説明しようとする様々な方法の集合体である」〈146〉と
する Hoffman 卿の見解を支持している〈147〉。枢密院司法委員会は本来イギリ
スの裁判所階層秩序の中に位置づけられるものではく、Belize Telecom 事
件判決は法的拘束力を有しておらず、説得力が問題となるに過ぎないので、
Carnwath 卿の見解は支持されるものではない。
最高裁の裁判官の間の契約解釈の手法について Hoffman 卿の志向した方
向性に賛同する見解とそれとは異なる立場間の対立は M&S 事件で初めて表
面化したものではなく、それ以前の Arnold 事件〈148〉においてはより一層鮮
明であり、契約解釈のあり方に対する現在の最高裁の見解を知るため、同事
件の検討が必要となる。
Arnold 事件は、商事契約を解釈する際の一判断基準として「取引上の常
識」が果たす役割について問題するものであり、最高裁は、Rainy Sky v 
Kookmin Bank〈149〉における Clarke 卿の法廷意見により、契約条項の解釈に
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二つの選択肢がある場合には、裁判所は取引上の常識に適った解釈を選択す
るかそれを拒否する権限を有すると判示している。
Arnold 事件で最高裁は Neuberger 卿の多数意見により、当事者の一方に
過度に「著しい」結果をもたらすことが明らかである契約が締結されても、
裁判所は契約文言がごく自然な意味である場合には介入することはない旨判
示した。Carnwarth 卿は一人反対意見を述べており、契約から「取引上の
非常識」が生じる場合には解釈を通じて道理にかなった結果を得る必要があ
るとする。
Arnold 事件で問題となったのは、1977 年と 1999 年に締結されたハウス
トレーラー用駐車場内の別荘 25 件の賃貸借契約上の手数料条項であり、契
約ごとに主要な規定は多少相違していて、4 件の賃貸借契約では手数料の改
定は 3 年ごとから毎年とされている。上告人である賃借人の主張によれば、
支払義務があるのは賃貸人が負担する費用の「適当な部分」であり、当該条
項では固定的に一割増額が規定されているが、初年度は 90 ポンドまでが上
限で、その後は毎年 10％増額される制限付きであるとする〈150〉。被控訴人の
賃貸人は、初年度の支払額は 90 ポンドで次年度以降は 10％増額されると主
張し、それによると、2015 年では 2,500 ポンド、2072 年には 550,000 ポンド
になる〈151〉。
Neuberger 卿は、契約解釈の諸原則を以下のように手短に整理している。
すなわち、契約書の解釈に際して当事者意思を確定するために裁判所が参照
すべきものとして、Hoffman 卿が Charterbrook Ltd v Persimon Homes 
Ltd において明らかにした基準、すなわち、「契約当事者に利用可能であっ
たと思われる一切の背景的知識を有する通常人であれば、彼らは契約上の文
言が何を意味するものとして用いていたのか」〈152〉に言及するとともに、本
件の争点となっている契約条項の評価に関連するものとして、以下の 6 つの
要素を指摘する。
「⑴　当該条項の自然で通常の意味、
⑵　本件賃貸借契約におけるその他の関連条項、
⑶　当該条項と本件賃貸借契約の全体的目的、
⑷　契約書作成時、当事者が知るかもしくは前提にしていた事実および状
況、
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⑸　取引上の常識、ただし、
⑹　すべての当事者意思にかかる主観的証拠は無視する」〈153〉。
 Neuberger 卿はさらに、本件において取引上の常識に関連性を有する以
下の 7 つの解釈原理を強調することが重要であるとする〈154〉。
⑴　「取引上の常識」および四囲の状況は、極めて例外的な場合を除き、
契約条項の文言の重要性を軽視するために持ち出されてはならない。
⑵　契約条項の起案の不明瞭さが増大すると、裁判所はより容易くその自
然な意味から離れることになるが、裁判所は、自然な意味から離れることを
正当化するだけのために、起案上不適切なものを探すことをしてはならない。
⑶　「取引上の常識」は契約締結時に判断され、遡及的に持ち出されるべ
きではなく、契約文言が当事者の一方にとって不都合であるかもしくは著し
く不利益をもたらしても、自然言語から離れる理由にはならない。
⑷　「取引上の常識」は契約解釈に際して考慮すべき重要な要素ではある
が、裁判所は著しく軽率であるという理由だけで当該条項の自然な意味を拒
否することには慎重でなければならない。
⑸　契約の解釈において考慮できる事実もしくは状況は、契約締結時に存
在し、かつ両当事者が知っていたかもしくは利用可能であったとするのが合
理的なものだけである。
⑹　契約文言から判断して予期しない出来事であっても、両当事者が意図
していたであろうことが明らかである場合には、裁判所はその意思に効果を
与えることになる。
⑺　利用料条項を制限的に解釈しなければならない特別な解釈法則は存在
していない。
Neuberger 卿は、本件契約条項に以上の解釈原理を適用し、用いられて
いる文言の自然な意味は明白であり、前半部分は年額の使用料が課せられる
ことを説明し、後半部分はその積算方法を説明しているとし〈155〉、25 件の賃
貸借契約で用いられている文言に著しい不都合は存在しないとする〈156〉。　
また、賃貸人の主張を認めると利用料は高額となるとの議論については、本
件条項の自然な意味から離れることになるので支持しないとする〈157〉。さら
に同卿は、1970 年代中とほぼ 1980 年代を通じて毎年のインフレ率は年間 1
割以上であり、同条項は当事者双方にインフレに関する賭けでもあったとす
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る〈158〉。
Neuberger 卿は上告棄却の結論に達しているが、Carnwath 卿が反対意見
で述べている結論については、「常識という言葉では遥かに満足できる結果
である」〈159〉とするとともに、Carnwath 卿が指摘している不相当な使用料
から賃借人を保護する制定法上の規定は固定額の使用料に関するもので本件
には適用されないが、適用すべきかについては政策的課題であるとした〈160〉。
Carnwath 卿は、契約解釈において取引上の常識が果たす役割に関して多
数意見とは鋭く対立する見解を示していて、契約条項の意味が取引上の非常
識を生じる場合、裁判所は解釈のプロセスにおいて賢明な結果をもたらすよ
うにしなければならないとする〈161〉。同卿は、本件における使用料条項は不
明確であり、前半と後半とでは相反する要素を含んでいるとし〈162〉、後半部
分の意味として現実的に可能性があるのは二つのもの、すなわち前半に規定
する適当な使用料に該当するかの判断基準を補充する固定額、もしくは適当
な使用料算定の上限のいずれかに限定されとする〈163〉。Carnwath 卿は、賃
貸人の解釈は取引上あり得ない結果が導き出されるのであり、それを採用で
きるのは最も鮮明な表現の場合に限定されるとし、上告を認容している〈164〉。
Hoffman 卿は、Belize Telecom 事件において文脈的な契約解釈の範囲を拡
大し、契約条項の黙示を必要とするかを判断する出発点を提供するのは解釈
であるとし、厳格な客観主義を犠牲にして契約解釈に主観的な要素を取り込
むことになると見なされている。このため、文言解釈に共感を覚える裁判官
からは文脈的契約解釈自体が歓迎されないことになる。文脈主義自体には契
約解釈と法理論上のものとが併存しており、イギリスの裁判所は契約解釈の
対象を契約書中の記載に限定しているため、文脈的な契約解釈により、裁判
所は法理論上の緊張状況を引き起こさずに、個々の契約状況を捕捉し反映す
ることが可能となる〈165〉。Neuberger 卿の考え方そのものも、Hoffman 卿の引
いた文脈的な契約解釈の路線を踏襲するものであることは間違いのないとこ
ろであり、それに若干の軌道修正を施していると評価することが許されよう。
五　むすびに代えて
イギリス法の契約解釈領域において過去 20 年近く Hoffman 卿の発言は圧
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倒的な影響力を及ぼしてきている。Hoffman 卿は、ICS 事件判決において契
約解釈の範囲を文言だけでなく契約締結の背景、さらには取引上の相当な結
果は何かにまで拡大し、Belize Telecom 事件判決では黙示条項の問題を解
釈領域に取り込み、黙示条項が認められるための判断基準は、証書を関連す
る背景に照らして読んだ場合に意味すると理解されるのが相当であるとされ
ることが規定上において明快に述べられているかであるとした。
Neuberger 卿率いる最高裁判所は、Arnold 事件で新たな契約解釈の諸原
則を提言し、M&S 事件では契約解釈と事実に基づく契約条項の黙示がそれ
ぞれ独立したプロセス上のものであることを明らかにしており、いずれも
Hoffman 卿の提示した考え方に修正を施していて、Hoffman 卿の見解に対
峙して契約解釈についての新たな方途を模索しているものと思われる。
契約解釈の柔軟化は一般的に、当事者が独占している契約規範の定立権限
について、解釈の参照領域を拡大することで裁判所の介入の余地を広く認め
ることを意味する。黙示条項の認定についてこの考えを敷衍すると、黙示条
項が認められる可能性は高まることになりそうである。しかし、契約書の明
文規定に第一義的意義を認めるイギリス法の伝統的契約観によれば、明示規
定を欠く場合に契約条項の黙示が認められることは特別な場合に限定されな
ければならないことは明らかである。イギリス法が契約解釈と事実に基づく
黙示条項法理との関係についても今後どのような展開していくかを注視して
いきたい〈166〉。
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